別紙２
誓　　　約　　　書
令和　　年　　月　　日
愛知県西三河県民事務所長　殿
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　

愛知県西三河総合庁舎誘導灯ＬＥＤ化更新工事に係る下記事項について誓約いたします。
これらが、事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴県が行う一切の措置について異議の申立てを行いません。
記
１　令和８・９年度愛知県建設局・都市・交通局・建築局入札参加資格者名簿の電気工事業に登録があること。

２　建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定により、電気工事業について特定建設業又は一般建設業の許可を受けていること。

３　この入札に参加する営業所（主たる営業所を含む。）を愛知県内に置き、当該営業所で電気工事業を営んでいること。なお、「営業所」とは、建設業法第３条に規定する営業所をいう。また、「主たる営業所」とは、建設業法に基づく建設業の許可申請時（変更申請含む）に届け出た、主たる営業所をいう。

４　元請けとして、過去10年間（平成27年４月１日から入札参加申込書（以下「参加申込書」という。）を提出する前日まで）に国、県又は市町村が発注した鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の電気設備を新設又は改修等する工事を完了した実績があること。

５　建設業法第26条に定める電気工事業に係る主任技術者を配置できること。

６　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

７　参加申込書の提出日から当該工事の落札決定までの間、愛知県建設工事等指名停止取扱要領に基づく指名停止を受けていないこと。
８　参加申込書の提出日から当該工事の落札決定までの間、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年6月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）及び「愛知県が行う調達契約からの暴力団排除に関する事務取扱要領」に基づく排除措置を受けていないこと。

９　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続き開始の申立てがなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に基づき再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い、認定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。
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